
特別養護老人ホーム町田誠心園 運営規程 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人三光会が開設する特別養護老人ホーム町田誠心園が行う指定介

護老人福祉事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために、重要事項を定

めたものである。 

（事業の目的） 

第２条 入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排泄、

食事等の介護、社会生活上の便宜の提供、その他日常生活上の世話、機能訓練、健康管理

及び療養上の世話など、各種施設サービスを行うことを目的とする。 

（運営の方針） 

第３条 入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に立った施設サービスの提供に努める。 

（事業所の名称等） 

第４条  事業を行う事業所の名称、所在地は、次のとおりとする。 

（1） 名 称  特別養護老人ホーム 町田誠心園 

（2） 所在地  東京都町田市下小山田３３５２番８号 

（従業員の職種と員数） 

第５条 事業に従事する職種と員数は次のとおりとする。 

  １ 管理者      １名     ６ 管理栄養士       １名以上 

  ２ 医師（常勤）   １名     ７ 介護支援専門員     1 名以上 

  ３ 生活相談員    １名以上   ８ 事務員         適当数 

  ４ 介護員       31 名以上   9 機能訓練指導員     １名以上     

  ５ 看護員      3 名以上          

（職種別職務内容） 

第６条 職種による職務は次のとおりとする。 

  （１）管理者は、運営方針に従い自らの判断と責任により、事業組織の指示、指導を行い管理

統括する。 

  （2）医師は、入所者の診療、健康管理及び保健衛生指導に従事する。 

（３）生活相談員は、利用者の生活相談、面接、身上調査並びに各個人ごとの処遇の企画及び

実施に関することに従事する。 

  （４）介護員は、入所者の心身の状況等を的確に把握し、適切な介助を行う。 

  （５）看護員は、健康チェック等を行うことにより入所者の健康状態を的確に把握するととも

に、診療の補助及び看護ならびに保健衛生の業務に従事する。 

  （６）栄養士は、献立の作成、栄養量の計算及び給食記録ならびに調理に関する業務に従事す

る。 

  （７）介護支援専門員は、入所者のサービス計画原案の作成と入所者への計画の説明、サービ

ス実施状況の把握と状況に応じたサービス計画の変更等、施設サービスに関する業務に

従事する。 

  （８）事務員は、庶務及び会計の事務に従事する。 

 



（入所定員） 

第７条 当該事業の定員は１ユニット各１０名の１０ユニットで 100 名とする。 

（施設サービスの内容及び利用料） 

第８条 施設サービスは、介護保険給付サービスおよび介護保険給付外サービスとする。尚、介護

保険給付サービスは、介護保険関係法令に基づきサービスを行い、利用料は介護報酬告示

上の額とする。 

  2 介護保険基準サービスは次のとおりとする。 

（1） 入浴、排泄、食事摂取、衣類の着脱等の介護、その他日常生活上の援助 

（2） 食事の提供 

（3） 健康管理及び療養上の援助 

（4） 教養・娯楽設備の提供及びレクリエーション 

（5） 相談及び援助 

（6） 行政手続きの代行 

3 介護保険基準外サービス及び利用料は次のとおりとする。 

（1） 食事調理費・食材料費               1,800 円／日 

（2）  居住費(個室のみ)・水道光熱費    ユニット型個室: 2,170 円／日   

（3） 個人の嗜好・習慣による家電製品の持ち込みに係る電気代 

1 点につき 10 円／日  

（4）  理美容サービス                   実費での負担 

（5） 財産の保全・管理サービス              500 円／月 

（6） 日用品等                     実費での負担 

（7） 上記以外で入所者が必要としたサービスや、上記サービスで追加料金が必要な場合は、

入所者及び家族と相談の上、同意を得た額とする。 

4  第 3 項(1)－(2)号については、入所者の利用者負担段階に応じた負担限度額を徴 

収するものとする。 

（施設利用に当たっての留意事項） 

第９条 入所者は、正当に理由なしにサービスの利用に関する指示を拒んだり、施設の規律を乱し

てはならない。 

（非常災害対策等） 

第１０条 天災、感染症その他の災害が発生した場合は、従業員は入所者の避難等適切な措置を講ず

る。また、管理者は、日常的に具体的な対処方法、避難経路及び協力機関、地域等との連

携方法を確認し、災害時には避難等の指揮をとる。 

  2 事業所は、非常その他緊急の事態に備え、執るべき措置について事業継続計画を策定し、

職員及び利用者に周知徹底を図るため、定期的に研修及び訓練を実施する。 

  3 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて変更を行う。 

（事故発生時の対応） 

第１１条 入所者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、入所者の

家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずるものとする。 

 

 



（入所者の入院期間中の取扱い） 

第１２条 入所者が病院等に入院し、入院後３ヶ月以内に退院することが明らかな場合は、その者及

び家族の希望等を勘案し、退院後再入所できるようにする。 

（掲示） 

第１３条 運営規程の概要、従業員の勤務体制、協力病院、利用料その他重要事項を見やすい場所に

掲示する。 

（秘密保持） 

第１４条 従業員は、業務上知りえた入所者又は家族の秘密を漏らしてはならない。 

    2   従業員であったものが、業務上知り得た利用者又はその家族の内情を漏らすことのない 

よう、必要な措置を講ずる。 

（施設サービスと費用の説明） 

第１５条 施設サービスの内容及び費用については、あらかじめ入所者又は家族に説明を行い、同意

を得なければならない。 

（苦情処理） 

第１６条 入所者からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応するため、受付窓口の設置、担当者の配

置、事実関係の調査の実施、改善措置、利用者等への説明、記録の整備その他必要な措置

を講じる。 

（身体拘束を行う際の手続き等） 

第１７条 緊急やむを得ないと施設全体で判断した場合は下記の手続きを経て身体拘束を実施する。 

① 身体拘束廃止委員会において次の三つの要件を全て満たす状態で、「やむを得ない場合」で

あることが判断された場合は、施設長の指示にもとづき下記の手続きに移る。 

●切迫性：利用者の本人、又は他の利用者等の生命、又は身体が危険にさらされる可能 

性が著しく高いこと 

●非代替性：身体拘束その他の行動制限をおこなう以外に、代替えする介護方法がない 

こと 

●一時性：身体拘束その他の行動制限が、一時的なものであること 

② 利用者、家族への説明 

ア 本人が意思疎通出来る場合はご本人の承諾を得る。 

イ 本人が意思疎通できない場合はご家族の了承を得る。 

ウ 本人、御家族、又は代理人等に連絡し面接し、「緊急やむを得ない  

身体拘束に関する説明書」（以下「説明書」という。）に基づいて生活相談員、担当

介護職員が詳細な説明をおこなう。  

エ 本人、または御家族等の十分な理解と同意を得た上で説明書に署名捺印を求める。 

③ 記録 

やむを得ず身体拘束を行う場合は様態、時間、心身の状況等を「身体拘束に関する記録票」

に記録する。 

④ カンファレンス 

身体的拘束・行動制限が行われている場合は、解除することを目標に、身体拘束廃止委員

会において継続的にカンファレンスを行い、検討する。 

 



 （虐待防止に関する事項） 

第１８条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとする。 

      (1)虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

   (2)利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

   (3)虐待防止のための指針の整備 

   (4)虐待防止にかかる体制として、虐待防止検討委員会を設置する。 

      (5)虐待防止対策担当者の選定 

(6)その他虐待防止のために必要な措置 

  2 事業所は、サービス提供中に職員又は養護者(利用者の家族等高齢者を現に養護する者)

による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報す

るものとする。 

(感染症対策) 

第19条 事業所は、感染症の予防及びまん延の防止のため、以下の措置を行う。 

(1)感染対策委員会の設置 

(2)感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備 

(3)感染症の予防及びまん延防止のための従業者に対する研修の実施 

(ハラスメントの防止) 

第２０条 事業所は、職場におけるハラスメントの防止のための雇用管理上の措置を以下のように講

じる。なお、職場におけるハラスメントには、利用者等からのハラスメントも含まれるこ

とに留意する。 

    (1)職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない

旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発する。 

    (2)相談に対応する担当者をあらかじめ定め、従業者に周知する。 

（その他） 

第21条 職員の資質向上を図るため、次のとおり研修を実施する。 

 (1)採用時研修   採用後１ヶ月以内に実施する。 

   (2)継続研修    年２回実施する。 

２  この規程に定めなき事項については､関係法令の趣旨を尊重して､利用者と事業者の協 

議により定めます。 

 

 

附  則 

  この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。 

附  則 

  この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附  則 

  この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附  則 

  この規程は、平成２9 年 2 月１日から施行する。 

 



附  則 

  この規程は、平成 30 年 4 月１日から施行する。 

附  則 

  この規程は、令和 1 年 10 月 1 日から施行する。 

附  則 

  この規程は、令和 1 年 11 月 1 日から施行する。 

附  則 

  この規程は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

附  則 

  この規程は、令和 3 年 7 月 1 日から施行する。 

附  則 

  この規程は、令和 3 年 8 月 1 日から施行する。 

附  則 

  この規程は、令和 5 年 6 月 1 日から施行する。 

附  則 

  この規程は、令和７年 1 月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙）  

◎介護保険基準サービスの料金(概算)◎ 

《 料  金  表 》  (自己負担 1 割負担：1 日あたり/概算) 

 居室形態 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５ 

1.ご契約者の要介護度とサービ

ス利用料金 

ユニット型

個   室 
7,182 円 7,932 円 8,736 円 9,497 円 10,237 円 

2.うち、介護保険から 

給付される金額 

ユニット型

個   室 
6,463 円 7,138 円 7,862 円 8,547 円 9,213 円 

3.サービス利用に係る 

自己負担額（１－２） 

ユニット型

個   室 
719 円 794 円 874 円 950 円 1,024 円 

４.夜勤職員配置加算(Ⅱ)ロ       20 円 

５. 看護体制加算(Ｉ)ロ 5 円 

6. 看護体制加算(Ⅱ)ロ 9 円 

7. 日常生活継続支援加算 2 50 円 

8. 精神科医療養指導加算 6 円 

9. 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)  所定単位数の 176/1,000 

10.サービス利用に係る 

自己負担額（３+４+５+６+7+8+9+10+11） 

ユニット型

個   室 
947 円 1,035 円 1,130 円 1,219 円 1,306 円                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

■介護保険からの給付額に変更があった場合は、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額も

変更します。 

■上記のほか、必要に応じた加算・個別に同意を得た方への加算として次のものがあります。 

◆福祉施設外泊時費用【 日  額 】 

ご契約者が、６日以内の短期入院又は外泊をされた場合 

◆初期加算【 日  額 】 

ご契約者が、入居された日より 30 日間についてお支払いいただく利用料金。 

※施設に不在(入院等)の期間が 30 日を超過後、施設に再入居される際にも同様となります。                               

◆経口移行加算【 日  額 】 

経管栄養を実施している入居者に対し、医師の指示に基づき多職種が協働して、入居者ごと

に栄養ケア計画を作成し、当該計画に基づき栄養管理を行った場合 

◆経口維持加算(Ⅰ) 【 月  額 】 

摂食機能障害や誤嚥を有する入居者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき多職種が共

同して、食事の観察及び会議等を行い、入居者ごとに経口維持計画を作成している場合であ

って、医師又は歯科医師の指示に基づき管理栄養士等が栄養管理を行った場合 

サービス利用料金 2,637 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 2,373 円 

自己負担額(1 割の場合) 264 円 

サービス利用料金 321 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 288 円 

自己負担額(1 割の場合) 33 円 

サービス利用料金 300 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 270 円 

自己負担額(1 割の場合) 30 円 



◆経口維持加算(Ⅱ) 【 月  額 】 

  経口維持加算(Ⅰ)において行う食事の観察及び会議等に、医師、歯科医師、歯科衛生士又は

言語聴覚士が加わった場合 

◆口腔衛生管理加算（Ⅰ） 【 月  額 】 

  歯科医師又は歯科衛生士が、介護職員に口腔ケアに係る技術的助言及び指導を年 2 回以上実

施し、、各入居者に応じた口腔衛生の管理を計画的に行う場合 

◆療養食加算【 1 食につき 】 

医師の発行する食事せんに基づき適用された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓

病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、高脂血症食、痛風食及び特別な場合の検査

食を提供した場合 

◆科学的介護推進体制加算Ⅱ 【 月  額 】 

 入居者ごとの心身の状況等の基本的な情報を厚生労働省に提出し、フィードバック情報を活

用し PDCA サイクルによりサービスの質の管理を行う場合 

◆排泄支援加算(Ⅰ)【 月  額 】 

排泄障害等があるご入居者に対し、多職種が共同して支援計画を作成し、その計画に基づき

支援した場合 

◆協力医療機関連携加算(Ⅰ)【 月  額 】 

協力医療機関との実効性のある連携体制を構築するため、ご入居者の現病歴等の情報共有を

行う会議を定期的に開催する場合 

サービス利用料金 4,288 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 3,859 円 

自己負担額(1 割の場合) 429 円 

サービス利用料金 1,072 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 964 円 

自己負担額(1 割の場合) 108 円 

サービス利用料金 964 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 868 円 

自己負担額(1 割の場合) 96 円 

サービス利用料金 192 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 172 円 

自己負担額(1 割の場合) 20 円 

サービス利用料金 536 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 482 円 

自己負担額(1 割の場合) 54 円 

サービス利用料金 107 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 96 円 

自己負担額(1 割の場合) 11 円 



◆高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ)【 月  額 】 

新興感染症の発生時等に対する医療機関との協力・連携体制を構築しており、医療機関や地

域の医師会が主催する感染症に関する研修に参加している場合 

 

 

 ◎介護保険基準外サービスの料金◎ 

《料  金  表》         （ 日 額 ） 

■このサービスは、利用料金の全額がご契約者の自己負担となります。 

■食事に係る自己負担額、居住費・水道光熱費は利用者負担段階によって異なります。 

☆上記の支払を受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明した上で、支払いに同意

する旨の文書に署名（記名捺印）を受けることとします。 

サービス利用料金 536 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 482 円 

自己負担額(1 割の場合) 54 円 

サービス利用料金 107 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 96 円 

自己負担額(1 割の場合) 11 円 

サービス区分 利用料金 

①食事に係る自己負担額(調理

費・材料費)※ 

利用者負担段階 負担限度額 

第一段階 ３００円 

第二段階 ３９０円 

第三段階① ６８０円 

第三段階② １，４２０円 

第四段階 １，８００円 

②居住費※ 利用者負担段階 居室の別 負担限度額 

第一段階 

ユニット型個室 

８８０円 

第二段階 ８８０円 

第三段階① １，３７０円 

第三段階② １，４７０円 

第四段階 ２，１７０円 

③通信料 電話・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの引きこみに係る費用、基本料金、通話・通信料（実費） 

④理・美容 実費 

⑤財産の保全と管理 月額５００円   

⑥外泊時・入院時等の居室料 

 ※居室の確保をご希望の場合 

外泊時・入院時等ご契約者が不在の場合は、負担段階にあわせて上記

居室料をご負担いただきます。 

※ただし、ご契約者の居室を指定短期入所生活介護等に活用した場合、

その期間については居室料の請求はいたしません。 


